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資 料 

１－２ 



①社会保険制度における保険料と公費について  

 

○「 今 後 の 社 会 保 障 の 在 り 方 に つ い て（ 平 成 18 年 5 月 26 日 社 会 保 障

の 在 り 方 に 関 す る 懇 談 会 (官 房 長 官 主 宰 )）」（ 抄 ）  

 

Ⅳ  今 後 の 社 会 保 障 制 度 の 在 り 方   

１  社 会 保 障 に つ い て の 基 本 的 考 え 方  

現 在 の 我 が 国 の 社 会 保 険 に お い て は 、 被 保 険 者 ・ 事 業 主 ・ 公 費 の 負

担 比 率 は 概 ね 1： 1： 1 と な っ て い る が 、 今 後 の 高 齢 化 等 に 伴 い 公 費 負

担 割 合 の 高 い 高 齢 者 関 係 給 付 が 増 加 す る こ と か ら 、 公 費 負 担 の 比 重 が

高 ま っ て い く こ と が 見 込 ま れ て い る 。社 会 保 険 に お い て は 、今 後 と も 、

コ ス ト 意 識 を 喚 起 す る 観 点 、 事 業 主 も 社 会 保 障 制 度 の 利 益 を 受 け 得 る

と い う 観 点 か ら も 、 労 使 折 半 を 原 則 と す る 社 会 保 険 料 を 基 本 と す る 。

そ し て 、 税 財 源 に よ る 公 費 負 担 は 、 国 民 皆 保 険 ・ 皆 年 金 体 制 を 堅 持 す

る 観 点 か ら 、 主 に 社 会 保 険 料 の 拠 出 が 困 難 な 者 を 保 険 制 度 に お い て カ

バ ー す る た め に 投 入 す る こ と を 基 本 と す べ き で あ る 。  

 

○  平 成 18 年 5 月 に 「 社 会 保 障 の 在 り 方 に 関 す る 懇 談 会 」 が と り ま

と め た「 今 後 の 社 会 保 障 の 在 り 方 に つ い て 」に お い て は 、 U 今 後 の 高

齢 化 等 に 伴 い U 公 費 負 担 割 合 の 高 い 高 齢 者 関 係 給 付 が 増 加 す る こ と

か ら 、U 公 費 負 担 の 比 重 が 高 ま っ て い く こ と が 見 込 ま れ て い る と の 認

識 の 下 U 、社 会 保 険 に お い て は 、コ ス ト 意 識 を 喚 起 す る 観 点 、事 業 主

も 社 会 保 険 制 度 の 利 益 を 受 け 得 る 観 点 か ら 、U 社 会 保 険 料 を 基 本 と し 、

公 費 は 、主 に 社 会 保 険 料 の 拠 出 が 困 難 な 者 の た め に 投 入 す べ き U 、と

さ れ て い る 。  

し た が っ て 、被 保 険 者 間 の 格 差 是 正 に 関 し て 、保 険 料 の 果 た す べ

き 役 割 を 拡 大 す る こ と は 、こ の 報 告 書 の 趣 旨 と は 矛 盾 し な い と 考 え

ら れ る 。  



②平成 20年度予算における伸びの抑制方策の検討について 
 

○ 平成 20 年度の概算要求基準として、社会保障予算（年金・医療

等に係る経費）については、2200 億円の「伸びの抑制」が求めら

れているところ。 

 

・ 年金・医療等に係る経費 

   前年度当初予算額に５，３００億円を加算した額 

  （注） 自然増 ７，５００億円 

      削減額 ２，２００億円 

 
 

○ 平成 20 年度予算における伸びの抑制方策として、厚生労働省と

して、現時点で検討している主なものは、次のとおり。 

 

 ・ 薬価改定において、市場実勢価格との乖離率等を踏まえ、薬

価の引下げを行うこと 

 ・ 後発医薬品の使用を促進すること 

 ・ 財政調整により被用者保険間の格差の是正を行うことを前提

として、政管健保の国庫負担を見直すこと 

・ その他 



国民健康保険組合について

○ 国民健康保険組合(以下｢国保組合｣)は、同種の事業又は業務
に従事する者で組織された国民健康保険法上の公法人

○ 現在、国保組合は165組合あり、大別すると①医師、歯科医
師、薬剤師(92組合)、②建設関係の従事者(32組合)、③市場従
事者、食品関連の従事者等〔一般業種(41組合)〕に分けられる。

年 度 平成16年度 平成17年度 平成18年度

組 合 数 166 166

393万人

165

被保険者数 397万人 389万人

組合数及び被保険者数

注1)毎年度末の数値



国保組合の給付割合の状況

給付割合別組合数

(H18/04/01現在)

給付割合 組合数

7割 131

8割 34

9割 0

計 165

給付割合別組合数

(H19/04/01現在)

組合数給付割合

165計

09割

78割

1587割

給付割合が8割の組合
は、平成19年度中に、
全て7割へ移行する準

備を進めている。

○ 国民健康保険組合における給付割合については、各国民健康保険組合
において、順次見直しを行っており、今年度中に全て7割に移行する予定。

給付割合別組合数

(H19/10/01 )

組合数給付割合

165計

09割

28割

1637割



 注：平成９年９月以降、適用除外承認を受けて加入した者　　　

国庫負担額（２０年度要求ベース）

５００億 ２５０億 ２５０億 １，０００億

前期高齢者給
付費・納付金

後期高齢者支援
金・老健拠出金若人 計

９００億 ５００億 ５００億 ２，０００億

平成１８年度国保組合の補助の見直しの概要

平成１８年度

財政調整のた
めの補助金
（1%～20%）

定率補助
（32％）

平成９年改正

組合特定被保険者（13.0%）注 組合特定被保険者（13.0%）注

財政調整のた
めの補助金
（0%～23%）

○所得の高い医師国保・弁護士国保等には財政調整のための補助金を廃止した。

　※ 適用除外承認を受けて加入した者の国庫補助率は既に政管健保並み（若人13.0%）。

   　　適用除外承認以外の自営業者等は市町村国保に入れば1/2補助であり、被用者と同列にはできない。

○組合の財政力に応じて財政調整のための補助金を５段階から１０段階に見直した。

定率補助
（32％）



 

 

○ 政府管掌健康保険については、平成 20 年 10 月から非公務員型の公法人に移管

することとなっており、事業主・被保険者の意見を反映した自主自立の運営のも

と、都道府県単位の保険料率を導入し、医療費適正化を推進するなど、保険者機

能を十分に発揮していくこととしている。 

○ また、協会の設立に当たっては、職員数を削減するとともに、民間出身の理事

長のもと、民間からも職員を採用し民間のノウハウを活かして、業務改革やシス

テム化の推進等により効率的な運営を進めていくこととしている。 

 

 

U(1) 納期内納入の励行指導 

  保険料の納期限内での納入を確実なものとするため、各事業所に対して口座振

替による保険料納付の促進や納期内納入に関する依頼文書について納入告知書

を送付する際に同封するなど、納期内納入についての励行指導を実施。  

 

U(2) 滞納事業所に対する納付指導及び滞納処分 

 ①  保険料滞納の発生防止のための速やかな納付督励、滞納処分の早期着手に努

め、不渡りや倒産に関する情報の早期把握、財産調査の徹底など、確実な滞納

処分の実施。 

② 長期・大口滞納事業所を含めた納付困難事案等について、地方社会保険事務

局と社会保険事務所が一体となった効果的かつ効率的な対策の実施。 

 

U(3) 平成 19 年度における取組み 

 ① 保険料債権の収納対策の向上及び確実な保険料収納の確保を図るため、滞納

整理事務に係る初期手順のマニュアルを整備。 

  ② 計画的かつ確実に保険料収納率の向上を図るため、各社会保険事務所・事務

局毎に取組み目標及び具体的な計画等を定めた行動計画を策定し、これに基づ

き徴収対策を推進。 

 ③ 長期に滞納する事業所に対する滞納整理事務の徹底による適正な債権管理

を推進するため、その取扱いを整備。 

 

④政府管掌健康保険事業の取組み 

全国健康保険協会の設立について

社会保険庁における保険料収入の確保



 

 

 

 

U (1) レセプト点検調査 U 

平成 18 年度においては、引き続き、レセプト情報管理システムを活用し縦
覧点検を中心とした内容点検調査を効率的かつ効果的に実施し、その結果、内
容点検調査における過誤調整の件数については 15.3%､金額ついては 10.6%対
前年度に比べて増加した。 

また、昨年８月からレセプト情報管理システムを改修し、傷病名によるレ
セプト抽出を可能とするなどレセプト点検調査の強化に努めた。 

 

＜参考：政管健保一般分レセプト点検調査＞ 

平 成 1 6 年 度 平 成 1 7 年 度 平 成 1 8 年 度 
 （単位：千件、百万円）  

件 数 金 額 件 数 金 額 件 数 金 額 

1 , 0 8 4 1 4 , 0 1 7 1 , 2 2 2 1 5 , 4 2 4 1 , 4 0 9 1 7 , 0 5 2 
内 容 点 検 

(19.8%) ( 9 . 6 % ) （12.7％） （10.0％） （15.3％） （10.6％） 

 
 
U(2) 医療費通知について U 

   医療費の適正化を図るため、年２回、概ね全てのレセプトを対象として医

療費通知を送付し、医療費の額の他、仕事中や通勤途上でのケガや、仕事に起

因する疾病は健康保険では治療できないこと等、適正な保険診療の受け方を記

載することにより、被保険者等への指導を実施。 

 

保険料収納率 （単位：％） 

 

収 納 済 額 （単位：億円） 

 

徴収決定済額 （単位：億円） 

 

２２．７ ２２．６２３．７２４．１ 過年度分 

９９．５ ９９．４９９．３９９．０ 現年度分 

９７．９ ９７．６９７．３９６．８ 

３１６ ３５２４１６４３３ 過年度分 

６５，３６１ ６４，２６８６３，３２５６０，０３８ 現年度分 

６５，６７７ ６４，６１９６３，７４１６０，４７０ 

１，３９０ １，５５４１，７５３１，７９２ 過年度分 

６５，７００ ６４，６６６６３，７７５６０，６６１ 現年度分 

６７，０９１ ６６，２２０６５，５２９６２，４５３ 

平成１７年度 平成１６年度 平成１５年度 平成１４年度 平成１８年度 

６７，７５２

６６，５００

１，２５２

６６，４０４

６６，１４１

２６３

９８．０

９９．５

２１．０

＜参考＞ 

（注１）徴収決定済額及び収納済額は、一般被保険者分。 
（注２）保険料収納率は、徴収決定済額に対する収納済額の割合。 
（注３）各計数は四捨五入している。 

（注）括弧内は、対前年度伸び率。 

医療費の適正化 
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